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平成２２年４月２１日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官

平成２０年（ワ）第３６３８０号 損害賠償等請求事件

口頭弁論終結日 平成２２年２月１日

判 決

東京都東久留米市＜以下略＞

原 告 Ａ

同 訴 訟 代 理 人 弁 護 士 三 戸 岡 耕 二

同 吉 岡 俊 治

広島県東広島市＜以下略＞

被 告 株 式 会 社 大 創 産 業

同 訴 訟 代 理 人 弁 護 士 山 田 延 廣

同 藤 井 裕

同 寺 本 佳 代

東京都文京区＜以下略＞

補 助 参 加 人 株 式 会 社 オ ス カ

同 訴 訟 代 理 人 弁 護 士 桑 野 雄 一 郎

主 文

１ 被告は，原告に対し，金３０７万５３２８円及びこれに対する平成２０年１

２月３０日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。

２ 原告のその余の請求をいずれも棄却する。

３ 訴訟費用は，これを２０分し，その１９を原告の負担とし，その余を被告の

負担とする。

４ この判決は，第１項に限り，仮に執行することができる。

事 実 及 び 理 由

第１ 請求

１ 被告は，別紙物件目録記載のＤＶＤを頒布し，輸出し，又は頒布のために展
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示してはならない。

２ 被告は，その保有する別紙物件目録記載のＤＶＤを廃棄せよ。

３ 被告は，原告に対し，金４９５０万円及びこれに対する平成２０年１２月３

０日から支払済みで年５分の割合による金員を支払え。

第２ 事案の概要

本件は，世界各地のＳＬのビデオ映像を撮影した原告が，原告に無断で当該

ビデオ映像を編集して作成されたＤＶＤ「ＳＬ世界の車窓」を被告が販売等し

たとして，被告に対し，①当該ビデオ映像についての著作者人格権（同一性保

持権）の侵害を理由とする，著作権法１１２条に基づく当該ＤＶＤの頒布等の

差止め及び廃棄，②当該ビデオ映像についての著作権（複製権）及び著作者人

格権（公表権，氏名表示権及び同一性保持権）の侵害を理由とする，主位的に

民法７０９条，予備的に民法７０９条及び著作権法１１４条３項に基づく損害

賠償金４９５０万円（財産的損害４０００万円，精神的損害５００万円及び弁

護士費用４５０万円）並びにこれに対する訴状送達の日の翌日である平成２０

年１２月３０日から支払済みまで民法所定の年５分の割合による遅延損害金の

支払を求める事案である。

１ 争いのない事実等（争いのない事実以外は証拠等を末尾に記載する。）

(1) 当事者等

ア 原告は，主に鉄道紀行を中心として，紀行文や写真等を各種メディアに

発表している紀行作家，写真家である（原告本人，弁論の全趣旨）。

イ 被告は，いわゆる「百円均一ショップ」の最大手として，日本全国及び

近隣諸外国に合計約３０００店舗を出店して，物品を廉価に販売している

流通業者である。

ウ(ア) 補助参加人（以下，被告と併せて「被告ら」ということがある。）

は，テレビ用映画フィルムの配給等を業とする株式会社である（弁論の

全趣旨）。
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(イ) Ｂは，補助参加人の前代表取締役であり，補助参加人のほか，映像

制作を行うことを業とする会社である株式会社オスカ企画（以下「オス

カ企画」という。）を経営している（証人Ｂ，弁論の全趣旨）。

(ウ) Ｃは，補助参加人の専属映像ディレクターである（証人Ｃ，弁論の

全趣旨）。

⑵ 原告の著作権

ア 原告は，世界各地を取材し，平成１４年ころから世界の鉄道動画をデジ

タルビデオテープ（以下「ＤＶテープ」という。）に記録していた（テー

プ本数１５本，撮影時間は約２５時間。以下，当該鉄道動画を「本件映

像」といい，本件映像が記録されたＤＶテープを「本件ＤＶテープ」とい

う。）。

イ 原告は，本件映像について，その撮影者として，著作権及び著作者人格

権を取得した。

(3) 被告による本件ＤＶＤの販売

ア 被告は，平成１９年１０月ころから，別紙物件目録記載のＤＶＤ（以下

「本件ＤＶＤ」という。）を税込み３１５円で販売した（販売開始時期に

つき，乙５，６，８）。

イ 本件ＤＶＤは，補助参加人が本件映像を利用して編集・作成したもので

ある。ただし，本件ＤＶＤに収録された映像中，ハワイの映像部分は，本

件映像を利用したものではない（原告本人，証人Ｂ，証人Ｃ）。

そして，補助参加人は，株式会社博美堂（以下「博美堂」という。）に

対し，前記のとおり本件映像を利用して編集・作成したＤＶＤを複製の上

販売・頒布することを許諾し，被告が，博美堂からこれを買い受けて，本

件ＤＶＤとして販売したものである（乙１，２，証人Ｂ，証人Ｃ）。

ウ 本件ＤＶＤには，撮影者の氏名は，表示されていない（甲１）。

(4) 被告が，原告の著作権又は著作者人格権を侵害するとして，損害賠償請求
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を受けた場合には，被告は，博美堂に対し，その支払を請求することができ，

博美堂は，補助参加人に対し，これを求償することができる（乙１，２，弁

論の全趣旨）。

２ 争点

(1) 原告から補助参加人に対する本件映像の著作権の譲渡又は本件映像の利用

許諾等の有無

⑵ 被告による本件ＤＶＤの販売の差止めの要否

(3) 被告の故意又は過失の有無

(4) 過失相殺

(5) 原告の損害の発生及びその額

第３ 争点についての当事者の主張

１ 争点(1)（本件映像の著作権の譲渡又は本件映像の利用許諾等の有無）につい

て

（被告らの主張）

(1) 事実経過

ア Ｂは，知人である原告の父親から，ＳＬフォトマニアであった原告の今

後の身の振り方について相談を受けた。その際，Ｂは，原告が，映像撮影

技術を習得することで，嗜好を活かしつつ職業として生計を立てることが

できるのではないかと考え，補助参加人が保有するＤＶＣＡＭカメラ（以

下「ＤＶカメラ」という。）等を貸与して，撮影技術を指導してもよい旨

提案した。

原告は，この話に興味を持ち，補助参加人事務所を訪問し，Ｂと面談し

た結果，Ｂは，原告に対し，原告が海外旅行に行く際に，補助参加人の所

有するＤＶカメラ，三脚，撮影前のＤＶテープ等の必要な機材一式を無償

で貸与することとした。なお，原告は，本件ＤＶテープの撮影のために海

外に渡航するのではなく，原告が海外渡航する際に撮影機材一式を借り受
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けるということであったため，原告の渡航費等の費用は，基本的に原告が

負担していたが，平成１６年３月に中国に渡航した際の渡航費等の費用は，

補助参加人が負担した（丙３ないし５）。

このように，ＤＶテープは，補助参加人がその経費で購入して保有して

いた物であって，これを無償で原告に譲渡する理由はなく，また，原告は，

帰国後，これを補助参加人に返却していることから，補助参加人から原告

に対し貸与されていたものであるといえる。そして，補助参加人が，原告

に対し，本件映像をＶＨＳテープにダビングして提供するという合意もな

い。

イ 原告は，平成１６年３月から５月にかけて中国で撮影を行い，帰国後の

同年５月２８日，補助参加人に対し，撮影機材等のうち三脚を返却した。

その際，Ｂ及びＣは，原告に対し，本件映像を使った放送番組を制作する

企画があることを伝え，その上で，本件映像の説明書（撮影されたＳＬの

名称，撮影場所，地名等の説明。以下同じ。）を作成するよう要望したと

ころ，原告は，これを了解するとともに，補助参加人に対し，本件映像を

ＶＨＳテープにダビングしてほしいと依頼した。そこで，Ｂ及びＣは，本

件映像をＶＨＳテープにダビングした上で，原告に送付した（丙６，７）。

しかしながら，原告から説明書が提出されなかった（丙８参照）ため，

Ｃは，平成１７年３月から放送番組用の映像作品の制作に取りかかり，一

定の編集方針に基づき，必要な映像を取捨選択し，配列し直し，ナレーシ

ョンや音楽を挿入して放送番組としてまとめて，同年６月末に，３０分番

組「ＳＬ世界の車窓」１（中米グアテマラ，エルサルバドル編）（以下

「本件作品１」という。），同２（コロラド・アラスカとベトナム・中国

編）（以下「本件作品２」という。）を制作した。

そして，本件作品１及び２は，平成１７年１２月から同１９年１月にか

けて，地方テレビ局で放送された。
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ウ その後，本件ＤＶＤ作成の企画が浮上したことから，補助参加人におい

て本件作品１及び２を一本のＤＶＤに収録し，これを博美堂を通じて被告

に販売したものである。

⑵ 法的主張

ア 著作権について

(ア) 前記のとおり，本件映像は，ＤＶテープ及び撮影機材につき，すべ

て補助参加人から貸与を受けて撮影されたものであるから，本件ＤＶテ

ープの所有権は補助参加人にあり，原告といえども，補助参加人の許可

がなければ，これを利用できないものである。

そして，補助参加人が映像制作を業としていることからすれば，将来，

本件映像が何らかの形で映像作品に使用される可能性があることは当然

の前提であり，仮に，そうでないとしても，そのことは，当初から合理

的に予測された事態であって，放送番組の制作やそれに基づくＤＶＤの

作成も，当然その予測の範囲内の利用方法であるが，原告は，使途等に

ついて特に何も述べずにいた。

(イ) また，原告は，本件ＤＶテープを返却する際に内容を確認したほか

は，これをダビングすることを依頼するなどして内容を視聴・確認する

ことなく，補助参加人が本件ＤＶテープを保管することに同意していた。

仮に，原告が主張するとおり，Ｂに対する信頼が揺らいだというのであ

れば，本件ＤＶテープの引渡しを求めるのが当然であるにもかかわらず，

原告がそれを求めたことはない。

これらのことからすれば，原告において，本件ＤＶテープに記録され

た本件映像について，著作者として権利行使をする意思があったとは認

められない。

(ウ) 加えて，原告は，Ｂ及びＣから放送番組を制作する企画の話を聞い

ても，これに異議を述べず，また，本件映像の説明書を作成するように
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言われても，これを拒絶しなかった（丙６，８）。

さらに，補助参加人が編集した本件作品１及び２が地方テレビ局で放

送された後も，原告はこれに異議を述べなかった。

(エ) 以上のことからすれば，原告は，本件映像の著作権を放棄し，又は

補助参加人に譲渡することを黙示的に合意していたといえ，また，本件

映像を編集して放送番組を制作することに異議を述べていないことから

すれば，著作権法２７条及び２８条の権利も，併せて譲渡したといえる。

仮に，譲渡の合意がないとしても，前記各事情からすれば，補助参加

人による本件ＤＶＤの作成は，前記放送番組の制作とともに，原告の包

括的な許諾の範囲内で行われたものであり，複製権を侵害するものでは

ない。

イ 著作者人格権について

(ア) 公表権

原告は，本件映像の著作権を譲渡している以上，本件映像を公衆に提

供・提示することも同意したものと推定され（著作権法１８条２項１

号），又は放送番組の制作を知りつつ異議を述べなかった以上，公表権

について放棄若しくは同意があったことは明らかである。

(イ) 氏名表示権

本件ＤＶＤの商品価値は，撮影されている映像の資料的価値ではなく，

編集作業による側面が強いことからすれば，素材となった映像を撮影し

たにすぎない原告の氏名を表示しなくても，原告が著作者であることを

主張する利益を害するおそれがないか，又は公正な慣行に反せず，氏名

表示権の侵害には当たらない（著作権法１９条３項）。

(ウ) 同一性保持権

原告は，本件ＤＶテープが編集されることを知りつつ，これに異議を

述べなかった以上，当該編集につき，原告の許諾があったと認められる。
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また，少なくとも，本件ＤＶテープが膨大な量であることからすれば，

これを編集することは，著作物の利用の目的及び態様に照らしてやむを

得ない改変に該当する（著作権法２０条２項４号）。

(3) 原告の主張について

ア Ｂが，原告からの通知書を受けて，本件ＤＶテープを返却したことは認

めるが，Ｂが著作権侵害の事実を認めたことはない。

なお，前記のとおり，本件ＤＶテープは，補助参加人がその経費で購入

し，原告に提供した後返却を受けて，補助参加人において保管していたも

のであり，保管の主体は，Ｂ個人ではない。

イ 原告は，著作権に関する合意を書面で取り交わすべきであると主張する

が，映像制作の現場においては，契約書によらない著作権処理は決して珍

しくなく，むしろ，著作権の譲渡及び著作者人格権の放棄を伴う契約類型

においては，契約書を交わす方が例外的である。

（被告の主張）

本件ＤＶＤは，補助参加人が編集して新たな創作性を有するＤＶＤ商品とし

て作成したものであり，補助参加人が編集著作物として著作権を有するもので

ある。

したがって，本件映像の著作権が補助参加人に帰属することにつき，補助参

加人と原告との間で了解されていなかったとしても，本件ＤＶＤは，補助参加

人が独立した著作権を有する。

（原告の主張）

(1) 被告による本件ＤＶＤの販売行為は，本件映像の著作者である原告の複製

権，同一性保持権，公表権及び氏名表示権を侵害するものである。

⑵ 著作権の譲渡又は使用許諾等の有無について

ア 事実経過について

原告は，自己の父親の紹介でＢと面談したところ，Ｂから，デジタルビ
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デオでの録画方式を紹介され，補助参加人の機材を無料で使ってよいこと，

ＤＶテープは必要な分を持って行ってよく，撮影したＤＶテープは，自分

の会社（補助参加人）で保管するので，原告が利用したいときに会社に来

ればよいこと等を言われた。また，原告が録画した映像を必要とするとき

は，本件ＤＶテープを返却するとのことであったことから，原告は，機材

を借りて，取材に使用した。

機材の貸出しに当たって，録画機材の使用方法の説明は受けたが，取材

先や映像等の内容についてのアドバイスや指示はなく，原告が機材を独自

かつ自由に取材に利用したものである。そして，Ｂが取材の飛行機代その

他の費用を負担したことはなく，また，取材又は撮影に関する対価の授受

もなかった。なお，平成１６年３月，中国に取材に行くために補助参加人

から機材を借り受ける際に，Ｂから旅費を出そうとの提案を受け，既に支

払っていた領収書（丙３）を渡し，振込口座を記載したことはある。

中国での取材から帰国して，平成１６年５月２４日に機材を返却した際，

Ｂから撮影したテープの版権を譲渡しないかと言われたが，原告は，これ

を即座に断ったところ，それ以上の言及はされなかった。

また，その数日後，補助参加人に三脚を返却しに行った際，Ｂ又はＣか

ら本件映像の商品化の提案を受けたことはない。

そのしばらく後，酔ったＢから電話があり，一方的に怒鳴られたことか

ら，Ｂに対する信頼が揺らぎ，原告とＢが直接連絡を取ることはなくなっ

た。

後日，Ｃから電話連絡があり，原告が撮影した本件ＤＶテープについて，

記憶が薄れていくから早めに説明書を作っておいた方がよいと言われ，同

人から本件映像をダビングしたＶＨＳテープが送られてきた。しかしなが

ら，原告は，その必要性を感じなかったので，何も作成しなかった。Ｃに

送った年賀状（丙８）の記載は，当該説明書の件について，Ｃの配慮に答
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えつつ，まだ作成していない旨を連絡したものである。仮に，本件映像の

商品化の話を承諾していたのであれば，当該説明書の作成はビジネス上の

責務であるから，半年以上も放置しておくことはない。また，放送番組制

作の企画が告げられていたのであれば，その連絡は，会社の業務であるか

ら，Ｃ個人ではなく，補助参加人の住所と名義ですべきものであるところ，

Ｃ個人名義でされている。

そして，テレビ放送についても，原告に対しては連絡もなく，原告は，

その事実を全く知らなかった。

したがって，原告が，補助参加人による本件映像の編集，改編，発表及

び商品化について，承諾した事実はない。

イ 被告らの法的主張について

(ア) Ｂ及び補助参加人は，著作物を商品として放送局等と取引をしてい

るのであるから，仮に，本件映像を商品化する旨の合意をしたのであれ

ば，著作権に関する合意を書面で取り交わすべきものである。そして，

そのことは，原告とＢとの人的関係から容易であり，それを避ける事情

もなかったにもかかわらず，そのような合意を裏付ける書面はない。

(イ) 被告らは，原告が映像制作会社である補助参加人に本件ＤＶテープ

を預けていたことをもって，本件映像の利用についての原告の承諾があ

ったと主張する。しかしながら，Ｂ又は補助参加人は，原告が望めば，

いつでも本件ＤＶテープを返還することを約束していた。また，原告と

補助参加人は，原告の父親の紹介による情誼関係に基づき行動し，商取

引上の関係で行動していないから，本件ＤＶテープを預けていたことを

もって，本件映像を商業的映像制作の素材として用いることまで許諾し

たものと推認することはできない。

なお，原告には，本件ＤＶテープの寄託保管先が，Ｂなのか，補助参

加人なのかの認識はなかった。このことは，原告が，Ｂに対し，著作権
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侵害を通告し，本件ＤＶテープの返還を求めていることからも明らかで

ある。仮に，原告が本件映像を利用させることを認識していたら，通告

先を間違うことはあり得ない。

(ウ) 被告らは，原告がＢ及びＣから本件映像を利用した放送番組の企画

があることを聞きながら異議を述べなかったと主張する。しかしながら，

そもそも，原告が，Ｂ及びＣから，そのような企画を知らされた事実は

なく，その主張の前提を欠く。

また，Ｃからの本件映像の説明書作成の勧めも，Ｃ個人のアドバイス

と受け取られるものであった。仮に，原告がＢ又はＣから放送の企画を

告げられて承諾していたのであれば，補助参加人から原告への連絡は，

補助参加人の住所と名義ですべきものであって，Ｃ個人の名義で，自宅

の住所を表示して本件映像をダビングしたＶＨＳテープを送付すること

はあり得ない。これが補助参加人の業務連絡であったとすれば，あくま

でＣ個人のアドバイスと原告に認識させて，本件映像の説明書を原告に

作成させようとしたものである。

(エ) 被告らは，本件作品１及び２がテレビ放送されたにもかかわらず，

原告が異議を述べなかったことを指摘する。しかしながら，原告は，当

該テレビ放映がされたことは，本件ＤＶＤの発売に関するトラブルが生

じて初めて知ったものであり，その旨の連絡，報告，対価の支払は一切

なかった。

(オ) Ｂは，平成２０年３月２１日，本件ＤＶテープを返却した際，反論

等を一切せず，また，原告の承諾を受けたことの主張もしていない。こ

れは，原告の著作権を侵害していることをＢが認めたからにほかならな

い。

また，被告が本件ＤＶＤの販売を中止したこと自体，原告の承諾を得

ていなかったことを示している。
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したがって，補助参加人が，原告の承諾を得ずに本件ＤＶＤを作成し

たことは，明らかである。

(カ) 被告は，補助参加人が本件ＤＶＤにつき編集著作物の著作権を有す

ると主張する。

しかしながら，本件ＤＶＤは，本件映像に依拠して作成されたもので

あるから，原告の著作権を侵害していることは明らかである。

２ 争点⑵（本件ＤＶＤの販売の差止めの要否）について

（原告の主張）

(1) 原告は，被告に対し，平成１９年１２月２２日付け内容証明郵便により，

本件ＤＶＤの販売中止を通告したが（甲４の１及び２），被告は，著作権侵

害はないとして，その販売を継続した（甲５）。

⑵ 被告は，本件ＤＶＤの販売を中止し，これを回収したと主張するが，平成

２０年７月２１日付けのブログの記事の中に，本件ＤＶＤが販売されている

旨の記載があり（甲９），被告が現在も本件ＤＶＤを販売している事実が，

強く推認される。

仮に，被告は，現在は，本件ＤＶＤの販売を中止しているとしても，本件

ＤＶＤが売れ筋商品であることに照らして，その販売を再開するおそれが大

きい。

(3) したがって，原告は，同一性保持権を保護するため，著作権法１１２条第

１項に基づき，被告による本件ＤＶＤの販売等を差し止める必要がある。

（被告らの主張）

被告が，原告からの内容証明の受領後，本件ＤＶＤの販売を継続したことは

認めるが，その後，被告は，その販売を中止している。

補助参加人は，原告からの通告を受けた被告から，博美堂を通じて事情説明

を求められ，本件ＤＶＤの著作権は，補助参加人に帰属すると回答した。しか

しながら，補助参加人は，その後，早期円満解決の見地から，被告に対し，本
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件ＤＶＤの返品処理を要請し，これを受けて，本件ＤＶＤの在庫品は，被告か

ら博美堂，博美堂から補助参加人へと返品されている。

したがって，被告が本件ＤＶＤの販売を再開することは不可能であるから，

原告が本件ＤＶＤの販売の差止めを求める利益はない。

（被告の主張）

被告は，原告から通告を受け，博美堂や補助参加人に確認したところ，本件

ＤＶＤは補助参加人が独自に撮影・編集したものであるとの回答を受けたため，

平成２０年１月９日付けの回答（甲５）を行った。

しかしながら，補助参加人から円満解決の意向が示され，被告もこれを了承

し，本件ＤＶＤの販売を中止することとして，平成２０年２月４日付けで，被

告の各店舗に対し，本件ＤＶＤの販売を中止し，これを回収するよう指示して

おり，実際に，これを回収している。

３ 争点(3)（被告の故意又は過失の有無）について

（原告の主張）

(1) 本件ＤＶＤは，貴重なオリジナル鉄道紀行の映像を記録したものであり，

１枚３１５円の廉価販売では，通常の著作権料を支払うのは困難であるから，

被告は，本件ＤＶＤの販売に当たって，著作権を侵害することはないか，疑

念を持って注意すべき高度の注意義務がある。また，被告は，これまでも知

財関係紛争を多数惹起して敗訴しており，自らの販売方法では著作権侵害を

生じさせる危険が大きいことを認識し，又は認識すべきであった。

それにもかかわらず，著作権を調査確認することなく，本件ＤＶＤを販売

し，原告から通告を受けた後も，本件ＤＶＤを持ち込んだ者に問い合わせた

だけで，著作権侵害がないと軽信し，漫然と販売を継続したものであって，

被告に過失があることは明らかである。

⑵ さらに，原告による通告後も販売を継続し，一部マスコミが取材に向かっ

たとたん商品を撤去した事情等に照らせば，最初から著作権を侵害しても構
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わないという未必の故意又は重大な過失があったことが推認される。

（被告らの主張）

(1) 原告は，１枚３１５円の廉価販売では，通常の著作権料を支払うのは困難

であることをもって，被告には高度の注意義務があると主張するが，その論

理関係は不明である。本件ＤＶＤは，放送番組用に制作された映像を二次利

用したものであるから，廉価販売によっても，利益を確保することは，不可

能ではない。

⑵ 原告は，被告が著作権を調査確認することなく，本件ＤＶＤを販売し，原

告から通告を受けた後も，その販売を継続したことをもって，被告に過失が

あると主張する。

しかしながら，本件ＤＶＤに記録された映像が既に放送され，紛争もなか

ったこと，当該映像を制作した補助参加人の許諾の下に本件ＤＶＤが作成さ

れていること，被告は，原告からの通告を受け，博美堂及び補助参加人に問

い合わせ，補助参加人が著作権者であるとの回答をしたことから，本件ＤＶ

Ｄの販売を継続していること等からすれば，被告は，著作権につき適正に権

利処理されていると信じており，かつ，被告がそのように信じることには，

合理的な理由がある。

(3) 原告は，被告に未必の故意又は重大な過失があると主張するが，原告が主

張する事情から，なぜ未必の故意や重大な過失が推認されるのか，その論理

関係は不明である。

（被告の主張）

被告は，本件ＤＶＤを博美堂から購入するに当たって，同社に対し，権利侵

害の有無を確認したところ，補助参加人が独自に撮影及び編集したものであっ

て侵害は生じないとの確約を得たため，これを購入した。

また，被告は，原告からの通告を受けて，再度，博美堂や補助参加人に確認

したところ，これと同様の回答であったために，平成２０年１月９日付け回答
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書（甲５）を送付した。

４ 争点(4)（過失相殺）について

（被告らの主張）

(1) 原告は，映像制作会社である補助参加人に，映像制作のための素材用映像

の記録媒体として広く利用されるＤＶテープの保管を委ねたところ，その際，

補助参加人との間で，保管料や本件ＤＶテープの使途等，保管に関する特段

の合意はしなかった。

また，原告は，Ｃから本件ＤＶテープの映像を利用した放送番組制作の企

画があることを聞いた後も，これに異議を述べなかった。

さらに，原告は，本件ＤＶテープを補助参加人に返却した後，その内容を

確認したことも，引渡しを求めたことも，ＶＨＳテープ等にダビングするこ

とを求めたこともない。

(2) 以上のように，原告が何ら対応をしなかったことが本件の原因ともなって

おり，この点において原告に過失があるから，損害額の算定に当たっては，

これを考慮すべきである。

（原告の主張）

(1) 被告らは，映像制作会社である補助参加人に，特段の合意をせずに本件Ｄ

Ｖテープを保管させたことをもって，原告の過失とする。

しかしながら，映像制作会社は，業務として著作物及び著作権を商品とし

て扱う専門家であるから，取り扱う著作物及び著作権に関し，高度の注意義

務がある。加えて，補助参加人代表者であったＢは，知人である原告の父親

からの紹介で原告と面談し，原告に撮影した映像を預けさせたのである。

このような状況においては，原告には，補助参加人が，業務上の注意義務

に違反し，かつ，原告の父親との信頼関係を裏切ってまで，保管中の本件映

像を無断使用することまで注意すべき義務はない。

⑵ また，原告は，Ｂから本件映像の製品化の提案があった際，即座に，これ
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を断っており，放送番組制作の企画を聞きながら，異議を述べなかったとい

うことはない。

(3) さらに，原告が本件ＤＶテープの返還を求めなかったのは，専門業者であ

り，代表者（当時）が父親の知人である補助参加人を信頼していたからであ

り，これをもって，原告の落ち度とはいえない。

５ 争点(5)（原告の損害の発生及びその額）について

（原告の主張）

(1) 財産的損害額（複製権侵害） ４０００万円

原告の承諾を得ずに行われた本件ＤＶＤの販売は，原告の著作権（複製

権）を侵害する行為である。

ア 逸失利益（主位的主張）

(ア) 原告は，平成１９年４月ころ，株式会社ピーエスジー（以下「ピー

エスジー」という。）から，本件映像をＤＶＤとして販売するという事

業提案を受け，同社との間で，ヨーロッパ，南米，アジア等の地域ごと

に４作品程度に編集し，１枚約４０００円，初回各１万枚作成，著作権

料２５％（１本当たり１０００円）として，製品化して販売することに

合意していた。

(イ) 原告は，平成１９年１０月ころ，本件ＤＶＤが発売されたことを知

って，そのことをピーエスジーに伝えたところ，ピーエスジーから「未

発表のオリジナル映像であることに価値があり，既に発表され，かつ，

３１５円で大量に販売されたものでは価値はなく，企画は成り立たな

い。」として，契約を破棄され，報酬を得る機会を喪失した。

(ウ) 前記(ア)の初回分として原告が受けるべき報酬は４０００万円（＝

１０００円×１万枚×４作品）であって，原告は，少なくとも，同額の

損害を受けた。

イ 著作権法１１４条３項（予備的主張）
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(ア) 被告の１店舗当たりの本件ＤＶＤの販売数は，少なくとも５０枚を

下らないと推定され，被告の店舗３０００店全店での販売数は，１５万

枚以上に上る。

被告が主張する本件ＤＶＤの販売枚数は，信用することができない。

(イ) 原告が受ける著作権料相当額は，ＤＶＤ１枚当たり１０００円であ

るから，原告の損害は，１億５０００万円（＝１０００円×１５万枚）

となり（著作権法１１４条３項），原告は，このうち４０００万円を請

求する。

⑵ 精神的損害額 ５００万円

本件ＤＶＤの販売行為は，原告の本件映像についての著作者人格権（公表

権，氏名表示権及び同一性保持権）を侵害するものであり，原告は，鉄道紀

行家として筆舌に尽くしがたい苦痛を被った。また，本件ＤＶＤが不当に廉

価で大量に販売され，インターネットで広く話題になったことにより，原告

は，回復困難なほど深刻な精神的ダメージを受けた。

この精神的損害を慰謝するには，慰謝料５００万円が相当である。

(3) 弁護士費用 ４５０万円（損害額の１０％）

（被告らの主張）

(1) 財産的損害について

ア 原告とピーエスジーとの合意については，知らない。

イ 本件ＤＶテープの所有権者は補助参加人であるから，原告が，補助参加

人に無断で，ピーエスジーに対し，本件ＤＶテープを提供することはでき

ない。

また，平成１９年には，原告は，本件映像を編集してテレビ番組を制作

することを知っていたから，ピーエスジーとの契約の破棄は，原告がその

事実をピーエスジーに秘匿していたからにほかならない。

⑵ 精神的損害及び弁護士費用について
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争う。

（被告の主張）

被告による本件ＤＶＤの販売枚数は，６５８１枚にすぎない。

第４ 争点に対する判断

１ 争点(1)（本件映像の著作権の譲渡又は本件映像の利用許諾等の有無）につい

て

(1) 事実経過について

被告らは，本件における事実経過等に照らして，原告は，本件映像の著作

権を放棄し，若しくは補助参加人に譲渡することを黙示的に合意し，又は本

件映像を利用することを黙示的に許諾していたなどと主張する。そこで，ま

ず，本件における事実経過について，必要な範囲で検討するところ，前記第

２の１の争いのない事実等，証拠（甲１，４ないし７（各枝番を含む。），

乙１，３ないし９（各枝番を含む。），丙１，３，６ないし１２，原告本人，

証人Ｂ，証人Ｃ）及び弁論の全趣旨によれば，次の事実が認められる。

ア(ア) 補助参加人の前代表取締役であるＢは，平成１２年ころ，知人であ

る原告の父親から，当時，カメラでＳＬの写真を撮影していた原告の身

の振り方について相談を受け，カメラではなく，動画を撮ることを勧め

てみてはどうかとの提案をするとともに，原告に興味があるのであれば，

オスカ企画が保有する機材を貸与してもよい旨の話をした。

この話を聞いた原告は，オスカ企画の制作室を訪れ，Ｂと相談した結

果，原告が海外に出かける際に，オスカ企画から機材を借りて鉄道の映

像を撮影し，撮影したＤＶテープは，機材とともに，オスカ企画に渡す

こととした。原告は，機材や撮影したＤＶテープをオスカ企画に渡す場

合に，ＢやＣと一緒に，原告が撮影した映像を見ることもあったが，そ

の際，ＢやＣは，原告に対し，ＳＬが走っている地域の風俗等が伝わる

映像も撮った方がよい旨のアドバイスをしたこともあった。
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なお，原告が撮影のために外国に行く際の旅費等は，通常，原告自身

が負担していたが，平成１６年３月に中国に出かけた際の旅費について

は，原告が既に旅行会社に支払っていた金額を，オスカ企画が原告に対

して支払った。

このようにして撮影された本件映像は，元々，原告の趣味の一環とし

て撮影されたものであって，オスカ企画又は補助参加人において，本件

映像を利用して放送番組等を制作することを予定して撮影されたもので

はなく，また，当初は，その予定もなかった。

(イ) 原告が平成１６年３月から５月までの間に中国に出かけていたころ，

オスカ企画において，原告が撮り貯めていた映像を利用して，放送番組

を制作するという企画が持ち上がった。

原告は，中国から帰国した後，オスカ企画に機材を返却するに際し，

返却日時の約束を一方的にキャンセルしたり，約束の訪問時間に遅れる

などした。このことに腹を立てたＢが，平成１６年５月２４日にオスカ

企画を訪れた原告に対し，これらの行為を強く叱責するなどしたことか

ら，以後，原告とＢとが話をすることはなくなった。

そこで，Ｃは，平成１６年５月２８日，原告が借りていた三脚を返却

しにオスカ企画の制作室を訪れた際に，原告に対し，本件映像を利用し

て放送番組を制作する企画を考えていることを伝えるとともに，撮影さ

れた映像の国名や列車名，駅名等の情報を書いた説明書の作成を依頼し

たところ，原告から，映像のコピーが欲しいとの要望があったため，本

件映像をＤＶテープからＶＨＳテープにダビングして，同年６月２６日

に原告に送付した（丙６，７。なお，後記イ参照）。

しかしながら，原告がなかなか本件映像の説明書を作成しなかったた

め，Ｃは，原告に対し，電話や手紙等で何度か催促をした。原告は，平

成１７年正月にＣに送った年賀状においては，「ご連絡が遅くなりすみ
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ません。時間をみつけビデオ資料整理しますのでもう暫くお待ち下さ

い」と記載した（丙８）ものの，その後も説明書を作成しなかった。

Ｃは，原告が本件映像の説明書を作成しなかったため，自分で資料等

を調査して情報を収集し，映像のナレーション等を作成するとともに，

映像を編集して，本件作品１及び２を制作した。なお，本件作品１及び

２中のハワイの映像については，オスカ企画が独自に入手したものを利

用した。

この本件作品１及び２は，平成１７年１２月２９日から平成１９年１

月２日にかけて，秋田放送，新潟放送等の地方テレビ局において放送さ

れた。

(ウ) その後，補助参加人は，博美堂から，被告向けの商品として，本件

作品１及び２をＤＶＤとして販売したい旨の要望を受けて，平成１９年

９月１日付けで，博美堂との間で，本件作品１及び２の原版を提供して，

これを商品として複製の上，販売することを合意する契約を締結した

（乙１）。

博美堂は，平成１９年９月２１日，被告に対し，本件ＤＶＤを９９８

４枚納品し，被告は，同年１０月ころから，その経営する１００円ショ

ップ「ダイソー」において，これを販売した。

原告は，同年１０月ころ，本件ＤＶＤが「ダイソー」で販売されてい

ることを知り，弁護士に相談の上，同年１２月２２日付けで，被告に対

し，本件ＤＶＤの販売の中止を通告した（甲４の１）。これに対し，被

告は，博美堂を通じて，補助参加人に事実関係等を確認した上で，平成

２０年１月９日付けで，原告に対し，本件ＤＶＤに記録された映像の著

作権は補助参加人に帰属するとして，本件ＤＶＤの販売は中止しない旨

の回答をした（甲５）。しかしながら，その後，被告は，補助参加人の

申入れにより，同年２月４日付けで，各店舗に対して，本件ＤＶＤの販
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売中止を指示するとともに，同月１５日付けで，これを同月２３日まで

に返品するよう指示した。その結果，本件ＤＶＤの在庫品３４０３枚が

被告から博美堂に対して返品され，さらに，これが補助参加人へと返品

された。

また，原告は，これと並行して，平成１９年１２月２８日付けで，Ｂ

に対し，本件ＤＶテープの引渡し等を求める通告をした（甲６の１）。

この通告を受けたＢは，本件ＤＶテープの引渡しを了承して，平成２０

年３月２１日，これを原告に引き渡した。なお，前記通告以前には，原

告が，Ｂ，補助参加人又はオスカ企画に対し，本件ＤＶテープの引渡し

を求めたことはなく，その所有権の帰属について，両者の間で話合いが

行われたこともなかった。

イ(ア) 原告は，Ｃから聞いた本件映像の説明書作成の話は，原告個人の備

忘のために作成を勧められたものにすぎず，Ｃの原告に対する個人的な

助言であり，本件映像を利用した放送番組の企画があるとは聞かされて

いないと主張し，原告本人尋問においても，これに沿う内容の供述をす

る。

しかしながら，①原告自身，Ｃから当該説明書の作成の話があったこ

とは認めていること，②その後，Ｃから，原告に対し，本件映像をＤＶ

テープからＶＨＳテープにダビングしたものが送付されているが，Ｃか

ら当該説明書の作成の話がされる以前に，補助参加人から原告に対し本

件映像をダビングしたＶＨＳテープが渡されたり，原告から補助参加人

に対しそのようなＶＨＳテープの交付を要求したことがあったとは認め

られないこと，③Ｃから原告に当該説明書の作成の話があった後，原告

が当該説明書をなかなか作成しないことから，Ｃから原告にこれを作成

するように催促がされ，原告がＣに対して送付した年賀状には，当該説

明書の作成が遅れていることを謝罪するとともに，その作成のために時
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間的な猶予を求める文言が記載されていること（丙８）からすれば，本

件映像の説明書は，単に，原告が備忘のために自己の手元にとどめるも

のとしてだけでなく，Ｃに交付することが予定されたものであったと認

められる。

これらの事実によれば，原告がＣから聞いた本件映像の説明書作成の

話は，原告が主張するような，原告個人の備忘のために作成を勧められ

たものにすぎないということはできず，本件映像を利用した放送番組制

作の企画のために必要であったことから，Ｃが原告にその作成を依頼し

たものと認められ，原告も，当該企画の実現のために必要であることか

ら，Ｃから本件映像の説明書の作成を求められていることを認識してい

たと推認するのが相当である。

したがって，原告の前記主張は，採用することができない。

(イ) なお，原告は，平成１６年５月２４日に，Ｂから本件映像を利用し

た企画を考えていることを聞いたが，同映像に係る著作権をすべて譲渡

しなければならないと言われ，これを断ったと主張し，原告本人尋問に

おいても，これに沿う内容の供述をする。

しかしながら，後記(ウ)のとおり，本件映像の著作権が補助参加人又

はオスカ企画に帰属すると認識していたＢが，原告に対し，その譲渡を

明示的に求めるとは考え難く，他方，原告が，いったんは，本件映像を

利用した企画を明示的に断っていたというのであれば，前記(ア)のとお

り，Ｃに交付することを前提とした本件映像の説明書の作成が遅れてい

ることを謝罪したり，その作成のための時間的な猶予を求めたりするな

どの行為を行うことは，明らかに不自然である。

したがって，原告がＢから本件映像を利用した企画の話を聞かされ，

これを断ったという原告の主張に係る事実があったと認めることはでき

ず，原告の前記主張は，採用することができない。
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また，原告は，本件映像をダビングしたＶＨＳテープが，補助参加人

又はオスカ企画ではなく，Ｃ個人の名前で送付されたことをもって，こ

れが会社の業務としてされたものではないとして，放送番組の企画が伝

えられたことはないと主張し，原告本人尋問においても，これに沿う内

容の供述をする。

しかしながら，Ｃ個人の名前で本件映像をダビングしたＶＨＳテープ

が送付されたからといって，直ちに補助参加人又はオスカ企画の業務と

無関係のものであったということはできず，また，前記のとおり，原告

とＢが口も聞かないような不仲な関係になっていたことからすれば，Ｃ

が，原告を気遣って，Ｃの個人名義でＶＨＳテープを送付することも，

あながち不自然であるとはいえない。したがって，Ｃ個人の名前でＶＨ

Ｓテープを送付したことをもって，前記認定を覆すには足りない。

(ウ) もっとも，証拠（証人Ｂ，証人Ｃ）及び弁論の全趣旨によれば，Ｂ

においては，本件映像の著作権が補助参加人又はオスカ企画に帰属する

と認識しており，Ｃにおいても，本件映像を利用するために原告の許可

が必要であるとの意識がなかったことが認められ，このような両者の認

識からすれば，Ｃが原告に本件映像を利用した放送番組を制作する企画

を伝えた際に，当該企画を伝えるだけでなく，当該企画のために本件映

像を利用することの許諾まで求めたとは認めることができない（なお，

このことは，被告ら自身が，本件映像の著作権について，原告の明示的

な譲渡の承諾又は利用の許諾を主張していないことからも，明らかであ

る。）。

また，証拠（証人Ｂ）及び弁論の全趣旨によれば，Ｃが原告に対し本

件映像を利用した放送番組制作の企画を検討していることを伝えた段階

では，本件映像を使用して実際に放送番組を制作できるか否かは，まだ

判断ができない状態であって，当該企画自体が明確に確定していたわけ
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ではなかったと認められ，このことからすれば，原告が，本件映像を利

用した放送番組制作の企画があることを伝えられ，そのために必要とな

る本件映像の説明書の作成を了解していたとしても，そのことをもって，

本件映像を利用して放送番組を制作することについてまで承諾していた

と認めることはできない。

そして，他に原告が本件映像を利用して放送番組又は本件作品１及び

２並びに本件ＤＶＤを作成することを明示的に承諾したと認めるに足る

証拠はないことからすれば，原告が，本件映像を利用して本件作品１及

び２並びに本件ＤＶＤを作成することを，明示的に承諾していたと認め

ることはできない。

⑵ 被告らの法的主張について

(1)で認定した事実を前提として，被告らの法的主張について，検討する。

ア 著作権について

(ア) 被告らは，本件ＤＶテープの所有権が補助参加人に帰属し，補助参

加人の許可がなければ，これを利用できないことや，補助参加人が映像

制作を業としていることからすれば，本件映像が映像作品に利用される

ことは当然の前提であり，仮に，そうでないとしても，予測可能である

と主張する。

しかしながら，仮に，本件ＤＶテープの所有権が補助参加人に帰属す

るとしても，本件ＤＶテープの所有権の帰属とそれに記録された本件映

像の著作権の帰属とは別の問題であり，また，本件ＤＶテープの所有権

を有することによって，補助参加人が本件ＤＶテープに記録された本件

映像を自由に利用できるものでもない（著作権法４５条１項参照）。さ

らに，前記(1)で認定した，原告が，オスカ企画から機材一式を無償で貸

与されるに至った経緯に照らして，オスカ企画が，原告に機材一式を無

償で貸与したのは，原告の父親の紹介により，原告に動画の撮影技術を
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習得させることを目的としたものであると認められ，本件各証拠に照ら

しても，当初から，原告が撮影した映像をオスカ企画又は補助参加人の

業務に利用することを予定していたとは認められないから，本件映像を

映像作品に利用することが当然の前提であり，又は，原告において，そ

のことが当初から予測可能であったということはできない。

したがって，被告らの前記主張は，採用することができない。

(イ) また，被告らは，原告が本件映像の内容を確認することなく，補助

参加人が本件ＤＶテープを保管することに同意し，その返還を求めるこ

ともなかったことから，原告には，本件映像の著作者として権利行使を

する意思があったとはいえないと主張する。

しかしながら，原告が，本件映像の内容を確認することなく，補助参

加人が本件ＤＶテープを保管することに同意し，その返還を求めること

もなかったからといって，そのことにより，原告が，本件映像について

の著作者としての権利を放棄するなど本件映像の著作者としての権利行

使をする意思がなかったものと認めることはできず，他に，原告が本件

映像の著作者としての権利を放棄するなどその権利行使をする意思がな

かったと認めるに足る証拠はない。

したがって，被告らの前記主張は，採用することができない。

(ウ) さらに，被告らは，原告が放送番組制作の企画に異議を述べず，説

明書の作成を拒絶しなかったことや，本件作品１及び２が地方テレビ局

で放送された後も異議を述べなかったことをもって，原告が，黙示的に，

本件映像を利用することを承諾し，又は本件映像の著作権を譲渡するこ

とについて承諾していたと認めるべき事情であると主張する。

しかしながら，前記(1)のとおり，原告は，本件映像を利用した放送番

組を制作する企画が検討されていることを伝えられ，それを認識した上

で，そのために必要となる本件映像の説明書の作成を了承していたにす
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ぎず，このことをもって，補助参加人が本件映像を自由に編集して放送

番組を制作することや，まして，これをＤＶＤ化して販売することや撮

影者として原告の名称を表示しないことまでを了承していたということ

はできない。

したがって，原告が放送番組の制作の企画に異議を述べず，本件映像

の説明書の作成を拒否しなかったことをもって，原告が本件映像の利用

や本件映像の著作権の譲渡を承諾していたと推認することはできず，被

告らの前記主張は，採用することができない。

また，本件作品１及び２の放送がされたのは，いずれも地方テレビ局

であるから，東京在住の原告が，当該放送がされたことを認識すること

は困難であったと認められ，他に原告が当該放送がされたことを認識し

ていたと認めるに足る証拠はない。

したがって，原告が当該放送がされた後も何らの異議を述べなかった

ことをもって，原告が，本件映像を利用することを承諾し，又は本件映

像の著作権を譲渡することについて承諾していたという被告らの前記主

張は，採用することができない。

(エ) 以上のことからすれば，原告は，本件映像の著作権を放棄し，若し

くは補助参加人に譲渡することを黙示的に合意し，又は本件映像を利用

することを黙示的に許諾していたとは認められない。

(オ) したがって，本件ＤＶＤを作成する行為は，原告の著作権（複製

権）を侵害すると認められる。そして，本件ＤＶＤは，被告の店舗で販

売する商品として企画・制作され（乙４），被告の名義のみが表示され

て販売されていること（甲１）からすれば，被告においても，原告の著

作権（複製権）を侵害する行為を行ったものと認めることができる。

イ 著作者人格権について

(ア) 公表権
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被告らは，原告が本件映像の著作権を譲渡している以上，本件映像を

公衆に提供・提示することも同意したものと推定される（著作権法１８

条２項１号）と主張するが，前提として，原告が本件映像の著作権を譲

渡したと認められないことは，前記アのとおりである。

また，被告らは，原告が放送番組の制作を知りつつ異議を述べなかっ

た以上，公表権について放棄又は同意があったことは明らかであると主

張する。

しかしながら，前記(1)で認定したとおり，原告が認識していたのは，

オスカ企画が本件映像を利用して放送番組を制作する企画を検討してい

ることであって，当該企画自体が明確に確定していたわけではないこと

からすれば，いかなる内容の放送番組を，いつ公表するかまで原告が認

識していたとは認められないのみならず，当該企画が実現するか否かに

ついても，原告が認識していたとは認められない。

したがって，原告が，オスカ企画において当該企画を検討しているこ

とを知りながら異議を述べなかったとしても，本件映像を公表すること

につき，原告の同意があったと認めることはできず，被告らの前記主張

は，採用することができない。

よって，本件ＤＶＤの発売前に本件作品１及び２がテレビ放送された

ことも，原告の同意を得ないで公表されたもの（著作権法１８条１項）

と認められることから，被告が本件ＤＶＤを販売したことは，原告の本

件映像についての公表権を侵害すると認められる。

(イ) 氏名表示権について

被告らは，本件ＤＶＤの商品価値は，撮影されている映像の資料的価

値ではなく，編集作業による側面が強いことを理由として，素材となっ

た映像を撮影したにすぎない原告の氏名を表示しなくても，原告が著作

者であることを主張する利益を害するおそれがないか，又は公正な慣行
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に反せず，氏名表示権の侵害には当たらない（著作権法１９条３項）と

主張する。

しかしながら，氏名表示権は，二次的著作物の公衆への提供等に際し

ての原著作物の著作者名の表示についても認められること（著作権法１

９条１項）からすれば，仮に，本件ＤＶＤの商品価値が補助参加人によ

る編集作業による側面が強いとしても，そのことのみをもって，本件Ｄ

ＶＤの素材である本件映像を撮影した原告の氏名を表示しないことが，

原告が著作者であることを主張する利益を害しないものとは認められず，

また，それが公正な慣行に反しないものであるとも認められないから，

被告らの前記主張は，採用することができない。

したがって，被告が本件ＤＶＤに撮影者として原告の氏名を表示せず

にこれを販売したことは，原告の本件映像についての氏名表示権を侵害

すると認められる。

(ウ) 同一性保持権

ａ 被告らは，原告が本件ＤＶテープが編集されることを知りつつ，こ

れに異議を述べなかった以上，当該編集につき，原告の許諾があった

と主張する。

しかしながら，前記(1)のとおり，原告は，オスカ企画が本件映像を

利用した放送番組の制作の企画を検討していることを認識していたに

すぎず，当該企画自体が明確に確定していたわけではないことからす

れば，原告が編集後の放送番組の内容を認識していたと認められない

ことはもちろん，どのような方針で編集がされるかも認識していなか

ったと認められることから，原告が，放送番組の企画が検討されてい

ることを知りながら何らの異議を述べなかったとしても，補助参加人

又はオスカ企画が本件映像を編集することにつき，原告が承諾してい

たと認めることはできない。
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したがって，被告らの前記主張は，採用することができない。

ｂ また，被告らは，本件ＤＶテープが膨大な量であることからすれば，

これを編集することは，著作物の利用の目的及び態様に照らしてやむ

を得ない改変に該当する（著作権法２０条２項４号）と主張する。

しかしながら，本件映像は，元々，公表することや放送番組に利用

することを予定して撮影されたものではなく，また，本件作品１及び

２並びに本件ＤＶＤを作成するために，合計約２５時間に及ぶ本件映

像を取捨選択して，約４６分間の映像に編集していることからすれば，

このような編集行為が「著作物の性質並びにその利用の目的及び態様

に照らしやむを得ない」改変に該当すると認められないことは，明ら

かであり，被告らの前記主張は，採用することができない。

したがって，本件映像を編集した本件ＤＶＤを作成することは，原

告の本件映像についての同一性保持権を侵害すると認められる。そし

て，前記ア(オ)のとおり，本件ＤＶＤは，被告が販売する商品として

企画・制作され（乙４），本件ＤＶＤに被告の名義のみが表示されて

販売されていること（甲１）からすれば，被告においても，同一性保

持権を侵害する行為を行ったものと認めることができる。

ウ このほか，被告は，本件ＤＶＤにつき，補助参加人が編集著作物として

著作権を有すると主張する。

しかしながら，仮に，本件ＤＶＤが編集著作物として認められるとして

も，そのことは，編集物の部分を構成する本件映像の著作者である原告の

権利に影響を及ぼすものではないから（著作権法１２条２項），被告の主

張は，主張自体，失当である。

(3) よって，被告は，原告の，本件映像についての著作権（複製権）及び著作

者人格権（公表権，氏名表示権及び同一性保持権）を侵害したものと認めら

れる。
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２ 争点(2)（被告による本件ＤＶＤの販売の差止めの要否）について

(1) 被告が，現在も本件ＤＶＤの販売を継続しているか。

原告は，平成２０（２００８）年７月２１日付けのブログ（甲９）に，本

件ＤＶＤが販売されており，これを購入したとの記述が掲載されていたこと

をもって，被告が，なお本件ＤＶＤの販売を継続していると主張する。

しかしながら，当該ブログの記載内容をみても，当該ブログの作成者が，

いつ本件ＤＶＤが販売されているのを見たのか，いつこれを購入したのか，

更には，本件ＤＶＤを被告の店舗で購入したのかなどは，明らかではない。

かえって，被告は，各店舗に対し，平成２０年２月４日付けで本件ＤＶＤの

販売中止を指示するとともに，同月１５日付けで同月２３日までにこれを返

品するように指示し，被告の本件ＤＶＤの在庫品は，博美堂を経由して補助

参加人に返品されたことが認められる（前記１(1)，乙４ないし７）。そして，

他に，被告がいまだに本件ＤＶＤの販売を継続していると認めるに足る証拠

はない。

したがって，被告が，現在も本件ＤＶＤの販売を継続しているとは認めら

れず，原告の前記主張は，採用することができない。

⑵ 被告による本件ＤＶＤの販売のおそれの有無について

前記１(1)のとおり，被告は，原告からの本件ＤＶＤの販売中止の通告に対

し，いったんはこれを拒絶する回答をしたものの，その後，販売中止を決定

し，被告の各店舗に対して，本件ＤＶＤの在庫品の回収を指示し，その結果，

本件ＤＶＤの在庫品３４０３枚が被告から博美堂に対して返品され，さらに，

これが補助参加人に対して返品されたことが認められる。そして，他に，被

告が現在も本件ＤＶＤを所持していることや，本件ＤＶＤの販売を継続して

いることを認めるに足る客観的な証拠もない。

以上のことからすれば，被告が本件ＤＶＤを販売するおそれがあると認め

ることはできない。
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(3) よって，原告の被告に対する本件ＤＶＤの販売等の差止め及びその廃棄の

請求は，理由がない。

３ 争点(3)（被告の故意又は過失の有無）について

(1) 証拠（乙４）及び弁論の全趣旨によれば，博美堂から被告に本件ＤＶＤが

販売されるに当たって，その著作権については，制作会社である補助参加人

から直接提供された映像のため，問題はない旨伝えられたことが認められる。

しかしながら，本件各証拠に照らしても，被告において，それ以上に本件

ＤＶＤに関する著作権の帰属やその処理について確認した形跡は認められな

い。したがって，被告は，博美堂や補助参加人の著作権に関する主張を裏付

ける資料等を確認することなく，漫然とその主張を信じたものであると認め

られるから，被告において，原告の本件映像に係る著作権及び著作者人格権

を侵害したことについて，過失があったものと認めるのが相当である。

⑵ なお，原告は，被告が原告からの通告後も本件ＤＶＤの販売を継続し，一

部マスコミが取材に向かったとたんこれを撤去した事情等に照らせば，最初

から著作権を侵害しても構わないという未必の故意又は重大な過失が推認さ

れると主張する。

しかしながら，前記１(1)のとおり，被告が，原告からの通告に対し，いっ

たんはそれを拒絶する旨の回答をしたことは認められるものの，一部マスコ

ミが取材に向かったとたん商品を撤去したとの事実を認めるに足る証拠はな

い。また，仮に，原告が主張するような事実が認められるとしても，その事

実に基づいて被告に未必の故意又は重大な過失があると推認する論拠は明ら

かではなく，前記主張自体，失当である。

そして，本件各証拠に照らしても，被告において，故意又は重大な過失が

あったと認めることはできない。

４ 争点(4)（過失相殺）について

被告らは，原告が，本件ＤＶテープを補助参加人に保管させたまま，何ら対
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応をしなかったことをもって，原告に過失があると主張する。

確かに，前記１(1)のとおり，原告は，オスカ企画において本件映像を利用し

た放送番組の制作の企画を検討していることを告げられ，本件映像の説明書の

作成を依頼されながら，当該説明書を作成せず，また，本件ＤＶテープの交付

を求めることもなく，補助参加人に本件ＤＶテープを保管させたままであった

ことから，Ｃにおいて，自ら資料等を調査した上で，本件映像を利用して本件

作品１及び２並びに本件ＤＶＤを制作するに至ったものである。このような経

緯に照らすと，原告は，遅くとも，本件映像の説明書の作成を依頼された段階

では，補助参加人又はオスカ企画において本件映像を利用した放送番組を制作

することを予想し得たものといえ，それにもかかわらず，放送番組を制作する

企画の進行を顧慮することなく，補助参加人に本件ＤＶテープを保管させたま

ま，補助参加人に対し特段の連絡等もしなかったものであり，この点について

過失があると認められるから，過失相殺として，原告の損害額から１割を減ず

るのが相当である。

なお，原告には過失がなかったとする原告の主張は，前記認定事実に照らし

て，いずれも採用することはできない。

５ 争点(5)（原告の損害の発生及びその額）について

(1) 財産的損害について

ア 主位的主張（逸失利益）について

原告は，ピーエスジーとの間で，本件映像を，ヨーロッパ，南米，アジ

ア等の地域ごとに４作品程度に編集し，１枚約４０００円，初回各１万枚

作成，著作権料２５％（１本当たり１０００円）として，製品化して販売

することに合意していたと主張し，それに沿う内容のピーエスジーの代表

取締役であるＤの陳述書（甲１０）の記載並びに原告の陳述書（甲７）の

記載及び本人尋問における供述がある。

確かに，証拠（甲７，８，１０，原告本人）及び弁論の全趣旨によれば，
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原告が，ピーエスジーとの間で，本件映像を利用したＤＶＤ商品の販売に

向けた打合せをしており，その過程で，販売するＤＶＤ商品の販売価格や

著作権料についての話もされていたことは，認められる。

しかしながら，証拠（原告本人）によれば，①原告とピーエスジーとの

間の打合せでは，本件映像を利用して全部で４作品のＤＶＤを作成すると

いった話はされていたものの，各巻の内容・構成等については，各国別に

作るといった話が出ていた程度にすぎず，それ以上に具体的に決まってい

なかったこと，②本件映像を利用したＤＶＤの商品化については，その販

売価格や著作権料も含めて，契約書はもちろん，企画書も作成されていな

いこと，③原告は，ピーエスジーと本件映像を利用したＤＶＤの商品化の

打合せを開始した後も，撮影機材を貸与し，本件ＤＶテープを保管してい

たオスカ企画若しくは補助参加人，Ｂ又はＣに対して，ピーエスジーから

本件映像を利用したＤＶＤを販売する予定であることについて，何らの話

をしていないだけでなく，Ｃから平成１６年６月に本件映像をＶＨＳテー

プにダビングしてもらった後，本件ＤＶテープの保管状況を全く把握して

いなかったにもかかわらず，商品化に当たり必要不可欠である本件ＤＶテ

ープの保管の有無の確認すらしていないことが認められる。

そして，これらの事実のほか，本件各証拠によっても，ピーエスジーの

年商や，ピーエスジーのこれまでのＤＶＤ商品の販売実績も具体的に明ら

かでなく，原告の前記主張を裏付ける証拠がＤ及び原告の陳述書のほか原

告の供述のみであり，他にこれを裏付ける客観的証拠が提出されていない

ことも併せ考えると，原告の主張するような販売価格や著作権料が原告と

ピーエスジーとの打合せの過程において挙がっていたとしても，そのこと

をもって，ピーエスジーから本件映像を利用したＤＶＤ商品を販売するに

当たっての著作権料の合意が，原告が主張するような内容のものとして，

具体的に成立していたと認めることはできない。
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したがって，原告とピーエスジーとの間で，当該ＤＶＤを販売するに当

たっての著作権料の合意がされていたと認めることはできないから，この

ような合意の成立を前提とする原告の逸失利益の主張は，採用することが

できない。

イ 予備的主張（著作権法１１４条３項）について

(ア) 被告による本件ＤＶＤの販売枚数について

証拠（乙３の１ないし３，４ないし９，丙１２，証人Ｂ）によれば，

被告による本件ＤＶＤの販売枚数は，６５８１枚であると認められる。

原告は，被告が主張する前記販売枚数は信用することができないと主

張する。しかしながら，平成１９年９月２１日に博美堂が被告に納品し

た９９８４枚（前記１(1)ア(ウ)）以外に，被告に対して本件ＤＶＤが納

品されたと認めるに足る証拠はなく，また，被告から，博美堂を介して，

補助参加人に対し，本件ＤＶＤ３４０３枚が返品されていると認められ

ること（前記１(1)ア(ウ)）からすれば，６５８１枚（＝納品数９９８４

枚－返品数３４０３枚）を超えて，被告が本件ＤＶＤを販売したとは認

められず，他に，６５８１枚を超えて被告が本件ＤＶＤを販売したと認

めるに足る客観的証拠もない。

(イ) 原告が受けるべきＤＶＤ１枚当たりの著作権料相当額について

ａ 原告は，原告が受けるべき著作権料相当額は，ＤＶＤ１枚当たり１

０００円と主張するが，何らこれを裏付ける証拠はない。また，仮に，

これが原告とピーエスジーとの間の合意を根拠とするものであるとす

れば，そのような合意があったとは認められないことは，前記アのと

おりである。

ｂ そして，証拠（甲１，１２，１３，丙１１，原告本人，証人Ｂ）及

び弁論の全趣旨によれば，原告が受けるべきＤＶＤ１枚当たりの著作

権料相当額を算定するに当たっての基礎とすべきＤＶＤ１枚当たりの
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販売価格としては，本件ＤＶＤの映像が世界各地の貴重なＳＬを収録

したものであること，その収録時間（４６分），同種のＤＶＤ商品の

価格等を考慮すれば，４０００円が相当であると認められる。他方で，

被告による本件ＤＶＤの販売価格である３１５円（税込み）は，前記

の本件ＤＶＤの内容や同種のＤＶＤ商品の販売価格に照らして，相当

程度低廉であって，かつ，被告による販売価格は，原告に無断で放送

された本件作品１及び２を利用して本件ＤＶＤが作成されたことから

可能となったものであること（証人Ｂ）からすれば，これを基準に原

告の著作権料相当額を算出するのは相当でない。

ｃ また，本件ＤＶＤは，本件映像を元に，オスカ企画において，解説

のナレーションや音楽等を挿入し，映像の編集作業等を行ったことに

よって，商品化され得るものとなったものであること，本件ＤＶＤに

収録された映像のうち，ハワイの映像については，原告が撮影したも

のではないことを考慮すれば，本件ＤＶＤの販売枚数１枚当たりの原

告が受けるべき著作権料相当額は，販売価格の８％とみるのが相当で

ある。

(ウ) したがって，本件映像の著作権の行使につき原告が受けるべき金銭

の額に相当する額は，２１０万５９２０円（＝４０００円×８％×６５

８１枚）であると認められる。

⑵ 精神的損害について

本件ＤＶＤは，撮影者として原告の氏名を表示せず，かつ，原告に無断で，

本件映像に編集を加えた上で，発売されたものであって，本件映像の著作者

である原告の著作者人格権（公表権，氏名表示権及び同一性保持権）を侵害

するものである。

そして，前記(1)のとおり，原告は，ピーエスジーとの間で本件映像を利用

したＤＶＤの販売を検討していた矢先に，被告が運営する１００円ショップ
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「ダイソー」で本件ＤＶＤが販売されたということからすれば，原告が受け

た精神的苦痛は，相当なものであると認められる。他方で，被告は，原告か

らの通告後，いったんは本件ＤＶＤの販売を継続する姿勢を示した（甲５）

ものの，前記１(1)のとおり，平成２０年２月４日付けで本件ＤＶＤの販売中

止を指示しており，補助参加人においても，原告からの通告後，本件ＤＶテ

ープを原告に交付していること，原告においても，本件映像を撮影するため

のＤＶテープや機材を無償で供与を受け，かつ，自らも映像制作会社である

オスカ企画及び補助参加人の意向を何ら考慮することなく，ピーエスジーと

の交渉を進めていたこと等も考慮すれば，前記の原告の著作者人格権を侵害

したことに対する慰謝料としては，１００万円が相当である。

(3) 過失相殺後の額

(1)及び(2)の合計額は３１０万５９２０円であるところ，前記４のとおり，

本件においては，過失相殺として，当該額から１割を減ずるのが相当であり，

過失相殺後の額は，２７９万５３２８円となる。

（計算式）３１０万５９２０円×（１－０．１）＝２７９万５３２８円

(4) 弁護士費用

(3)の額及び本件訴訟の経緯等に照らして，本件と相当因果関係があると認

められる弁護士費用は，２８万円が相当である。

(5) 小括

以上のとおり，被告による本件ＤＶＤの販売と相当因果関係がある原告の

損害額は，合計３０７万５３２８円であると認められる。

６ よって，原告の請求は，金３０７万５３２８円及びこれに対する訴状送達の

日の翌日である平成２０年１２月３０日から支払済みまで民法所定の年５分の

割合による遅延損害金の支払を求める範囲で理由があるから，その範囲でこれ

を認容し，その余の請求は，いずれも理由がないから，これらを棄却すること

として，主文のとおり判決する。
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東京地方裁判所民事第２９部

裁判長裁判官 清 水 節

裁判官 坂 本 三 郎

裁判官 岩 崎 慎
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（別紙）

物件目録

下記のＤＶＤ

記

タイトル 「ＳＬ世界の車窓 World scenery from Steam Locomotives window」

（サブタイトル）「エスエルから見る世界各地の情景」

収録国（カバージャケットに記載された国） グアテマラ，エルサルバドル，ハ

ワイ，ベトナム，中国，コロラド及びアラスカ

カラー・白黒の別 カラー

再生時間 ４６分


